
２ 持続可能な海洋の構築 

（1）カーボンニュートラルへの貢献

 我が国は「2050 年カーボンニュートラル」や「2030 年度温室効果ガス（2013 年度比）

46%削減、更に 50％の高みに向けて挑戦を続けていく」といった高い目標を設定している。こ

の目標の実現に当たって、海洋分野も重要な役割を果たしていくことが期待されている。 

こうした状況の下、エネルギーシステム・産業構造の転換を海洋産業全体として進め、我が

国の海洋産業の更なる競争力強化につなげていくべきであり、そのため、産学官連携の下、海

洋政策のあらゆる手段を総動員して取り組む。 

ア 脱炭素社会の実現に向けた海洋由来のエネルギーの利用

イ サプライチェーン全体での脱炭素化

ウ CO2の回収・貯留の推進

【KPI】 

a)洋上風力発電の案件形成（現状：約 510 万 kW（令和６年度末）、目標：1,000 万 kW（令

和 12 年まで）・3,000～4,500 万 kW（令和 22 年まで）※第７次エネルギー基本計画（令和

７年２月 18 日閣議決定）に基づく） 

b)港湾脱炭素化推進計画が作成されている港湾数（現状：44 港（令和６年度末）、目標：20 港

（令和７年度まで）） 

【海洋開発重点戦略の主な成果指標】 

2030 年までに 1,000 万 kW、2040 年までに 3,000 万 kW～4,500 万 kW の案件形成を

目指すとともに、改正法施行までに、適地選定のために不可欠なデータのうち特に重要なものに

ついて、募集区域の指定に資するよう関係府省横断で活用できる形で整備する。 

【工程表】 
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【主な取組の現状】 

ア 脱炭素社会の実現に向けた海洋由来のエネルギーの利用

1)洋上風力発電の排他的経済水域（EEZ）への拡大を実現するため、「海洋再生可能エネルギー

発電設備の整備に係る海域の利用の促進に関する法律の一部を改正する法律案」を令和７年 3

月に国会に提出した。（内閣府、経済産業省、国土交通省、環境省） 

・浮体式洋上風力発電に特化した目標の設定を含めた産業戦略の策定に向け「洋上風力の産業競

争力強化に向けた浮体式産業戦略検討会」で議論を進めているところ。（経済産業省、国土交通

省） 

2)基地港湾の一時的な利用に関する協議を行うための協議会制度の創設等を位置づけた「港湾

法等の一部を改正する法律」を令和７年２月に国会に提出した。（国土交通省） 

3)令和６年３月に中央環境審議会総合政策部会「風力発電に係る環境影響評価制度の在り方に

関する小委員会」から得た答申の内容を、令和７年３月に閣議決定された、我が国の排他的経済

水域（EEZ）における洋上風力発電設備の設置に関する制度を創設し、海洋環境等の保全の観点

からの環境大臣による調査を実施する仕組みを導入する法案に盛り込んだ。（環境省） 

イ サプライチェーン全体での脱炭素化

1)グリーンイノベーション基金「次世代船舶の開発」プロ

ジェクトにおいて、令和６年８月、国産エンジンを搭載し

た世界初の商用アンモニア燃料船（タグボート）が竣工し

た。（国土交通省） 

・船舶における環境負荷の低減として、経済産業省と国土

交通省の連携事業である「運輸部門におけるエネルギーの

使用合理化・非化石エネルギー転換推進事業費補助金（内

航船革新的運航効率化・非化石エネルギー転換推進事業）」

において、（１）ハード対策（省エネ船型、高効率プロペラ、高効率エンジン等）とソフト対策

（運航計画・配船計画の最適化等）の組合せによる船舶の省エネルギー化を目指す実証事業や

（２）（１）の省エネルギー化に加えて水素燃料電池、バッテリー等の導入による非化石エネル

ギーへの転換を目指す実証事業として、計 13 件の事業を実施した。（経済産業省、国土交通省）

アンモニア燃料タグボート「魁」
（提供：日本郵船株式会社）

石狩湾新港 洋上風力発電 
（提供：石狩湾新港管理組合） 

秋田港洋上風力発電所 
（提供：秋田洋上風力発電株式会社） 
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・環境省と国土交通省の連携事業である「海事分野における脱炭素化促進事業（LNG・メタノ

ール燃料システム等の導入支援事業）」を活用し、LNG・メタノール燃料システム及び最新の省

CO2 排出機器を組み合わせた先進的な航行システムの普及を図る技術実証として４件の事業を

実施した。（国土交通省、環境省） 

・環境省と国土交通省の連携事業である「ゼロエミッション船等の建造促進事業」において、ゼ

ロエミッション船等の建造に必要となるエンジン、燃料タンク、燃料供給システム等の生産設備

及びそれらの機器等を船舶に搭載するための設備等の整備への支援として令和６年度に 16 件

の事業を採択した。（国土交通省、環境省） 

・国際海運分野について、IMO において 2023 年に合意された「2050 年頃までに温室効果ガ

ス（GHG）排出ゼロ」等の目標を達成するための新たなルールの策定に向けた検討を進めた。

（国土交通省） 

2)CNP の形成を促進するため、港湾法に基づき港湾管理者が作成する港湾脱炭素化推進計画に

ついて、計画の作成に対する補助、助言等による支援を行った。港湾のターミナルの脱炭素化に

ついては、横浜港・神戸港における水素を燃料とする荷役機械の実証事業について手続きや機材

調達等を進めたほか、船舶に陸上電力を供給する設備の導入、低炭素型荷役機械の導入等を推進

した。また、これらの取組を見える化し港湾のターミナル全体の脱炭素化を促進するため、CNP

認証を創設した。海運の脱炭素化については、メタノールバンカリング拠点の形成に向けた検討

会開催による知見取りまとめ、大阪湾・瀬戸内地域の LNG バンカリング船など LNG バンカリ

ング拠点の整備等を推進した。更に、CNP の形成に資する水素等の受入環境整備に向けた取組

については、水素等サプライチェーンの構築の促進のため、水素・アンモニア等の受入環境整備

に関するガイドライン作成等に取り組んだ。（国土交通省） 

ウ CO2 の回収・貯留の推進

・CCS について、二酸化炭素の分離回収、輸送、貯

留及び海洋環境保全とネイチャーポジティブ（自然

再興）に資するモニタリングなど各技術要素に関す

る技術実証を実施した。（環境省） 

・公共の安全を維持し、海洋環境の保全を図りつつ、

事業環境を整備するために必要な貯留事業等の許

可制度等を盛り込んだ「二酸化炭素の貯留事業に関

する法律（令和６年法律第 38 号）」が令和６年５

月に成立・公布された。（経済産業省、環境省） 

・令和 6 年 5 月に成立した「二酸化炭素の貯留事業に関する法律」（CCS 事業法）に基づき、

北海道苫小牧市沖を特定区域として指定するとともに、2030 年からの CCS 事業開始に向け、

事業環境整備を進めた。また、「先進的 CCS 事業」に対し試掘等の貯留地開発や CCS バリュー

チェーン全体への一体的な支援を行うとともに、CCS 適地開発を促進するため、地質構造調査

等を実施した。加えて、低温・低圧での液化 CO2船舶輸送実証、CO2分離・回収技術、貯留安

全性の向上に関する技術の研究開発等を進めた。（経済産業省）  

CCS プラント 
（提供：経済産業省） 
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（２）海洋環境の保全・再生・維持

 海洋は、生物の多様性の確保や我々の豊かで潤いある生活を支えるかけがえのないものであ

り、このような恩恵は、複雑かつ多様で常に変化する海洋環境に支えられている。また、海洋は、

大気と相互に影響を及ぼしあう等気候に大きな影響を与えていることに加え、地球温暖化の要

因とされる CO2等の温室効果ガスを吸収する機能がある一方、地球温暖化に伴う海水温上昇や、

海洋酸性化等の影響を受けている。そして、陸域における社会経済活動の拡大により、水質汚染

やプラスチックを含む海洋ごみ等、地球規模で様々な影響を受けており、一旦海洋環境や生態系

が損なわれるとその回復を図ることが非常に困難である。 

このため、我が国は、従来から様々な国際的な枠組みの下で国際社会と連携し、海洋環境や生

態系の維持・保全に関する国内外の取組を進めてきたところであり、今後も状況の変化に対応し、

保全から更に進んで再生（回復を含む）に向けたより複雑で高度な取組を進めていく。また、自

然生態系と調和した海洋環境の利用も重要であり、SDGs 等の国際的イニシアティブを基にし

た海洋環境の保全、豊かな海づくりの推進及び沿岸域の総合的管理の推進の３つの観点から、海

洋環境の保全・再生・維持を図っていく。 

ア SDGs 等の国際的イニシアティブを基にした海洋環境の保全

イ 豊かな海づくりの推進

ウ 沿岸域の総合的管理の推進

【KPI】 

・管轄権内水域における海洋保護区・保護地域以外で生物多様性保全に資する地域（OECM）の

割合（現状：13.3%（令和 4 年度末）、目標：30％（令和 12 年まで）） 

【工程表】 
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【主な取組の現状】 

ア SDGs 等の国際的イニシアティブを基にした海洋環境の保全

1)、2)海域における自然共生サイトの認定を進めるとともに、30by30 の達成に向けて、海域

における OECM の設定に関する検討を進めている。また、モニタリングサイト 1000 のサン

ゴ礁（23 か所）、磯・干潟・アマモ場・藻場（28 か所）、干潟の指標生物であるシギ・チドリ

類（139 か所）、砂浜の指標生物であるウミガメ（33 か所）において、生物及び物理環境に係

るモニタリング調査を実施し、結果を公表した。（環境省） 

2) 2023 年 12 月に改訂した藻場・干潟の

効果的な保全・創造を推進するための国の基

本的な指針である「藻場・干潟ビジョン」に

基づき、都道府県が策定する各海域のビジョ

ンへの反映を進めるとともに、海域の特性を

踏まえ、ハード・ソフト施策の一体的な保全・

創造対策の推進に努めた。（農林水産省） 

3)関係省庁（内閣官房、内閣府、消費者庁、文部科学省、農林水産省、経済産業省、国土交通省

等）と協力して「海洋プラスチックごみ対策アクションプラン」等を踏まえ、削減に向けた実態

把握、回収処理、発生抑制対策に取り組むとともに 2050 年までに海洋プラスチックごみによ

る追加的な汚染をゼロにまで削減することを目指す「大阪ブルー・オーシャン・ビジョン」及び

2023 年の G7 広島サミットにおいて合意したプラスチック汚染に関する取り組みの実現に向

けて、国連環境計画等の国際機関とも協力し、海洋プラスチックごみの流出防止策に必要な科学

的知見の蓄積支援及びモデル構築支援等、途上国における環境上適正なプラスチック廃棄物管

理・処理支援等にも取り組んだ。「マリーン・イニシアティブ」を打ち出した 2019 年以降、こ

れまでに 3 万人以上の廃棄物管理人材を育成した。（外務省、環境省） 

沿岸域のアマモ場 
（提供：環境省） 

モニタリングサイト 1000 サンゴ礁の調査の様子
（提供：屋久島海洋生物研究会） 

「藻場・干潟ビジョン」 
（提供：農林水産省） 
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イ  豊かな海づくりの推進 

1)全国 88 の閉鎖性海域を対象に、水質汚濁防止法に基づき、窒素及びりんに係る排水規制を

実施するとともに、東京湾、伊勢湾、瀬戸内海、有明海・八代海等において陸域からの汚濁負荷

量の把握や水質等を把握するための調査を実施した。（環境省） 

2)藻場・干潟の保全・再生と地域資源の利活用の好循環を創出し、

藻場・干潟がもつ多面的機能を最大限発揮することを目指す「令

和の里海づくり」モデル事業を通して、藻場・干潟の保全等と地域

資源の利活用に令和 4 年度から取り組んでおり、令和 6 年度は、

藻場・干潟の保全等や、地域資源を活用した海洋教育やエコツア

ーなどに取り組む 19 団体を選定し、必要な経費の支援や事業実

施の伴走支援等を行った。（環境省） 

3)さらに、今後の里海づくりのあり

方に関わる検討会における議論、こ

れまで得られた成果および課題をふ

まえて、令和 7 年度からは、より関

係省庁や関係団体、地域などとも連

携を強化し、複数年にわたり戦略的に里海づくりに取り組み、良好

な里海の保全・再生・創出、里海における資源の利活用と好循環の

形成、地域の主体性を重んじた多様な主体の参加と連携による豊

かな海づくりを実現する。あわせて、資金だけでなく科学的知見の

充実、情報共有の場づくりなどを通じて、戦略的に「令和の里海づ

くり」を推進することで、沿岸域の総合的管理にも貢献した。（環

境省）  

ウ 沿岸域の総合的管理の推進 

1)地域の実情に応じた多岐にわたる海岸管理の充実を目指すため、26 の海岸協力団体が指定さ

れており、更なる活動の活性化を図るため、海岸協力団体との意見交換会を開催した。（農林水

産省、国土交通省） 

・土砂の流れの変化に起因する土砂供給の減少による影

響に対する問題が起きている沿岸域において、土砂移動

のメカニズムを把握し、土砂管理に関する事業の連携方

針や、適正な土砂管理に向けた総合土砂管理計画の策定

を行い、関係者が連携し、方針・計画に基づき総合的な

土砂管理の取組を推進しており（令和７年 3 月時点では、

全国で総合土砂管理計画等が 10 計画策定されている）、

個別事案への対応としても、ダムでは排砂バイパスの設

置やダム下流への置き土、山地では適切な土砂を下流へ

流すことのできる透過型砂防堰堤の設置や既設砂防堰堤

の透過化型への改良、河川では河川砂利採取の適正化、海岸では砂浜の回復を図るため、サンド

バイパスや離岸堤の整備等侵食対策を実施した（国土交通省） 

 
第 44 回全国豊かな海づくり大会 

～美し国みえ大会～ポスター 
（提供：農林水産省） 

 

瀬戸内海環境保全推進ポスター 
（提供：環境省） 

 
皆生海岸での離岸堤の整備状況 

（提供：国土交通省） 
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2)汚水処理未普及人口の解消に向け、循環型社会形成推進交付金を活用して単独処理浄化槽や

汲み取り便槽から合併処理浄化槽への転換を促進するとともに（環境省）、農業集落排水施設の

普及、更新整備及び省エネルギー技術等の導入について、関係自治体と連携して推進した。（農

林水産省） 

また、「瀬戸内海環境保全特別措置法の一部を改正する法律」（R4.4 施行）では、関係府県に

おいて栄養塩類管理計画を定めることにより順応的管理のもとでの栄養塩類の供給ができるよ

うになり、これを踏まえ、同計画を策定する関係府県の計画策定・改訂に対する補助制度により、

関係府県の取組を支援した。さらに、同計画の策定に当たって実施する水質予測について、モデ

ルによるシミュレーションを簡易に行うことができるよう、専門的な既存のモデルを拡張し、視

覚的で簡単に操作できる機能（ユーザーインターフェース）を追加した水質予測システムを構築

した。（環境省） 

加えて、漁業生産力の低下が懸念される海域においては、栄養塩類と水産資源の関係の定量的

な解明、適正な栄養塩類管理モデルの構築、赤潮により色落ちの被害が発生した海藻類への適切

な栄養塩類供給手法の開発に向けて調査を行い知見の取得に取り組んだ。（農林水産省） 

（３）水産資源の適切な管理

 水産資源は再生可能な資源であり、適切な管理による持続的な利用が食料安全保障の観点か

らも重要であるため、「水産基本計画」（令和４年３月閣議決定）等に即し、海洋環境の変化も踏

まえた水産資源管理を着実に実施していく。 

具体的には、「資源管理の推進のための新たなロードマップ」等に従い、MSY（最大持続生産

量）ベースの資源評価に基づく TAC（漁獲可能量）管理の推進、IQ（漁獲割当て）管理の導入

等、科学的知見に基づいた新たな資源管理を推進する。 

また、不漁等海洋環境の変化が資源変動に及ぼす影響に関する調査研究を進めるとともに、

ICT を活用したスマート水産業による海洋環境や漁獲情報の収集等、迅速かつ正確な情報収集

とこれに基づく気候変動の的確な把握、これらを漁業現場に情報提供する体制構築を図る。さら

に、実効性ある資源管理のために、国内漁業者等に対する監視体制の強化や外国漁船等の違法操

業取締り等に取り組む。 

【KPI】 

・漁獲量（現状：289 万トン（令和５年）、目標：平成 22 年と同程度（444 万トン）まで回

復（令和 12 年度まで） 

【工程表】 
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【主な取組の現状】 

水産基本計画に従った取組の推進 

・TAC 資源の拡大について、令和６年１月から

カタクチイワシ及びウルメイワシ対馬暖流系群

が、同年７月からマダラの４つの資源（本州日本

海北部系群、本州太平洋北部系群、北海道太平洋

及び北海道日本海）が、令和７年１月からカタク

チイワシ太平洋系群、瀬戸内海系群及びマダイ日

本海西部・東シナ海系群が、同年４月からブリが

新たに TAC 管理対象となった。また、IQ 管理に

ついては、令和５年度までに TAC 資源を主な漁

獲対象とする大臣許可漁業に原則導入すること

としており、令和５管理年度までに、ミナミマグロ、大西洋クロマグロ及びクロマグロ（大型魚）

のかつお・まぐろ漁業、サバ類、マイワシ及びクロマグロ（大型魚）の大中型まき網漁業、クロ

マグロ（小型魚及び大型魚）のかじき等流し網漁業等、スルメイカの大臣許可いか釣り漁業並び

にサンマの北太平洋さんま漁業において、IQ 管理を導入した。（農林水産省） 

（４）取組の根拠となる知見の充実・活用 

 持続可能な海洋の構築に向けて地域や地球規模の海洋問題を解決するためには、国際ルール

の遵守に加え、海洋の状況を適切に把握し、海洋の諸現象をよりよく理解することも欠かせない。

なぜなら、これらの国際ルールは、科学的知見を基盤として形成されているからである。 

 このため、観測データを活用した気候変動等の影響の把握と海洋生態系の保全・利用に向けた

研究が重要であり、また、観測データの共有・活用の世界規模の枠組みへの貢献や国際的イニシ

アティブに基づいて各国の取組を促進させる。そして、この分野での我が国政府開発援助（ODA）

による知見の蓄積と提供等の協力を今後も引き続き強化していく。 

これらの視点を踏まえて、北極・南極を含めた全球観測の実施、海洋生態系の理解等に関する

研究及び世界規模の枠組みへの貢献の３つの観点から取組の根拠となる知見の充実・活用を推

進する。   

ア 北極・南極を含めた全球観測の実施 

イ 海洋生態系の理解等に関する研究の推進・強化 

ウ 世界規模の枠組みへの貢献                                       

【KPI】 

・海洋環境や海洋生態系に関する観測データの集積（現状：海洋生物多様性データベース

（BISMaL：Biological Information System for Marine Life）※が統合・公開した日本周辺海

域における調査研究に基づく生物出現記録数 382 万件（令和５年度）、目標：600 万件（令

和 12 年度まで）） 

※ 海洋の生物多様性情報（いつ・どこに・何という種が・どれ位・いた/いなかった）を扱うデータシステム。

日本周辺の海洋生物を主な対象とした情報の収集公開を目的に構築・運用されている。 

 

カタクチ遊泳 
（提供：国立研究開発法人水産研究・教育機構） 
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【工程表】 

 

【主な取組の現状】 

ア 北極・南極を含めた全球観測の実施 

1)気候変動、海洋酸性化等の地球規模の変動の実態を

把握するため、海洋調査船、フロート、水中グライダ

ー、人工衛星等による継続的な観測を実施した。（文

部科学省、国土交通省、環境省） 

・北極域研究加速プロジェクト（ArCSⅡ）において、

北極域の環境変化と実態把握のため、大気観測や海洋

観測等を実施した。また、南極地域観測事業において、

地球環境変動の解明等に向けて氷床融解メカニズム

と物質循環変動の調査・観測等を実施した。（文部科

学省） 

2)気候変動に関する最新の自然科学的知見を総合的に取りまとめた「日本の気候変動 2025」

を作成・公表した。（文部科学省、国土交通省） 

・アメダス等で観測された気象データにより、気

温や降水量、猛暑日・大雨日数などの長期変化に

関する情報を作成・公表した。また、大雨等の極

端現象の発生頻度等に関する情報を更新・公表し

た。（国土交通省） 

・観測データ等を活用し、気候変動メカニズムの

解明や高精度な気候予測データの創出等を目的と

して、気候モデルの開発等を実施（気候変動予測

先端研究プログラム）した。（文部科学省） 

 

海氷縁での採氷観測 
（「みらい」北極航海 2024） 
（提供：JAMSTEC/ArCSⅡ） 

 

日本の気候変動 2025 

（提供：文部科学省・気象庁） 
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イ 海洋生態系の理解等に関する研究の推進・強化

・海洋生物多様性情報システム（OBIS）へ約 250,000 件のデータ提供（累計で約 4,030,000

件）を行うとともに、利用促進を行った。（文部科学省） 

・モニタリングサイト 1000 では、沿岸域、サンゴ礁及び小島嶼に設置された調査地点におい

て、シギ・チドリ類、底生生物、海藻、造礁サンゴ、海鳥などの指標生物、周辺植生及び物理環

境などのモニタリング調査を実施し、調査結果を公表した。（環境省） 

・令和３年度から開始した「海洋生物ビッグデータ活用技術高度化」事業において、ビッグデー

タから新たな知見を見出していくため、外部評価委員会の実施等を行った。（文部科学省）

ウ 世界規模の枠組みへの貢献

1)国際海洋炭素観測連携計画（IOCCP）、全球海洋各層観測調査プログラム（GO-SHIP）に参

画し、長期的・継続的な海洋の観測を実施するとともに、海洋データの交換を行った。（文部科

学省、国土交通省） 

・アルゴ計画に参画し、文部科学省は通常フロート、大深度フロート、BGC フロートを計 25

台新規に投入し、既存のフロートと合わせて 5,731 のプロファイルを取得した。気象庁は、運

用中のアルゴフロートから 3,638 プロファイルを取得した。（文部科学省、国土交通省） 

2)ブルーカーボン生態系による CO2の吸収・固定量を的確に算定するための科学的知見の集積

を進めた。2024 年 4 月の国連への温室効果ガスインベントリの報告では、世界で初めて、ブ

ルーカーボン生態系の一つである海草藻場及び海藻藻

場における吸収量を合わせて算定し、合計約 35 万ト

ンの値を報告した。更に 2025 年２月に閣議決定した

地球温暖化対策計画においては、「ネイチャーポジティ

ブや水環境保全、気候変動適応など多面的価値を有す

るブルーカーボンに関する取組を積極的に進める」こ

とを定め、沿岸部における藻場・干潟の保全・再生・創

出の取組に加え、吸収源としての期待が大きい沖合の

ブルーカーボンについても関係省庁連携や官民連携に

よる推進体制を構築し、検討を進めることとした。（農

林水産省、国土交通省、環境省）       

アルゴフロートの分布状況（提供：気象庁）

カジメとホンダワラ類の混生藻場
（提供：農林水産省） 
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